
2002年 度国際交流活動 について

人文学研究所所長 鈴 木 陽 一

1基 本方針 と行動計画

昨年の総会で承認 を得た国際交流活動の基本方針は,以 下のようなものであった。

2001年11月,本 学におけるシンポジウム 「歴史 と文学の境界」が成功裏 に実現 したことを踏 ま

え,従 来の漸江大学 というパー トナーとの関係を大事にしつつ,更 に国際交流を充実,発 展 させる

こと,具 体的には,人 文学研究所が東 アジアに於ける学術交流の重要な拠点となりうるようなネッ

トワークの可能性 を探ることを目標 とする。

こうした方針に基づ き,今 年度は漸江大学 も含め,中 国,香 港,台 湾の複数の研究期間 を訪問 し,

2003年 度以降の学術交流の道 を開拓することとした。

2活 動報告

2-1期 間

2002年11月5日 一11月18日

2-2訪 問 した研究機関

台湾/中 央研究院の中山人文社会学研究所,台 湾大学,台 北師範学院s淡 江大学

香港/香 港大学の亜細亜研究センター,日 本研究所,香 港PublicRecordOffice,香 港歴史博物館

上海/社 会科学院歴史研究所,華 東師範大学,華 東理工大学,上 海師範大学

杭州/漸 江大学 日本文化研究所,同 中文系

2-3台 湾での意見交換

11月5日 台北到着PM8:00台 湾大学/王 泰昇 教授(1)

11月6日 中央研究院/近 代史研究所/梢 案館/中 山人文社会科学研究所/湯 煕勇 教授(2)

11月7日 淡江大学/日 本学科 ・日本研究所/馬 耀輝 教授(3)

(1)王 泰昇教授(国 立台湾大学 ・法学部)

2002年,10月16日 ～17日,中 京大学で開催 されたシンポジウムで 「台湾の近代 と日本」で王氏

の 「台湾総督府法院文書 目録の編纂」 という報告を孫委員が聞き,急 遽,意 見交換を申し出た。王

氏の研究は,1895年11月20日 に軍事命令 「台湾総督府法院職制」 により成立 した 「台湾総督府法

院」が所蔵 した裁判判決原文(1895～1945年10月24日 までの文書,1998年 以降,本 格的に発掘

された)に 関するものである。

① 刑事 ・民事 などの裁判判決原文に関する研究は,今 後,歴 史学,社 会学,経 済学などの幅

広い分野との共同作業を必要とする。

② さらに,同 じ判決原本が朝鮮総督府,満 州国,中 国華北の占領地,香 港 などの旧 「大 日本

帝国」の勢力範囲であった地域 に残 されている可能性 も否定で きない。中国史/朝 鮮史な

どとの共同研究 も可能。

③ 王氏 自身もこの点において共同研究の可能性 を追求したいと考えている。
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(2)湯 煕勇研究員(中 央研究院 ・中山人文社会科学研究所)

旧三民主義研究所。国民党政権か ら民進党への政権交代によって 「三民主義」を冠 したさまざま

な研究機関の名称は変更 を余儀な くされた。ただし,こ れは政治上の理由にす ぎない もので,そ れ

ぞれの研究所に優秀な人材が集っていることに変わ りはない。現在の中山人文社会科学研究所が推

進 している研究 プロジェク トは

① 環中国海プロジェク ト

② アジア太平洋地区プロジェク ト

③ 海難事故プロジェク ト

④ 移民 と華僑 プロジェク ト

湯氏が中心 となる研究はいずれ も 「海洋」 との関連 を視野にいれた もので神奈川大学/人 文学

研究所の共同研究(山 口建治代表:環 シナ海伝承文化の研究)や 常民文化研究所 とも共通性があ

る。中山人文社会科学研究所は中央研究院の台湾史研究所,近 代史研究所 とも密接 な協力関係 を

維持 している。

(3)馬 耀輝教授(淡 江大学 ・日本語文学系)

淡江大学の学生総数は約2万 名。馬氏は日本語学科所属であ りなが ら,日 本研究所の研究員で も

ある。 日本語学科は一学年60名,4年 までに1年 間,麗 澤大学へ学生 を派遣する提携関係 をもって

いる。麗澤大学 も淡江大学 との交流 を重視 し,淡 江大学に専用の寄宿舎をつ くり,日 本か ら学生を

派遣 している。そのほかに橘女子大学,早 稲田大学 と交換留学生制度を設けている。学部のほか,

日本研究所は修士と博士課程の教育機関で主なテーマは日本研究全般である。

☆察琴教授(台 湾における神社研究)が 歴史学部に所属。

淡江大学には日本語学科のほかにロシア語学科/ス ペイン語学科がある。 また,外 国語教育に関

連するシンポジウムを,中 国 ・台湾の外国語学部をもつ複数の大学が持 ち回りで毎年開催 している。

2-4香 港 での意 見交換

11月7日 香港到着 香港大学/日 本学科/王 向華 教授(1)

11月8日 香港大学/ア ジア研究 セ ン ター/李 培徳 教授(2)香 港 大学 図書館 見学

11月9日 香港歴 史梢案館(PublicRecordOfficeofHongKong),香 港 歴 史博物 館 を見学

(1)王 向華教授(香 港大学 ・日本 学科)

専 門は香港 のポ ップカルチュ ア。現代 香港の 日本 文化流入 な どにつ いて研 究。 日本語 学科 は と く

に 日本 との交流 に積極的。交流 の開始 は まず,教 員 の交換派遣 か ら始 め たい とい う提 案が あっ た。

教 員の交換 派遣 か ら,学 生の 交換派遣 へ と発 展 させ たい,短 い期 間で あれ,い つで も歓迎す る,

学校 の宿泊施 設や研 究室 な どの提 供 も可 能 とい うこ とであった。

オ ックス フ ォー ドで社 会人類学 のPhD.を とった ときは,香 港 に進出 した 日系 企業(具 体 的 には

ヤ オハ ン)に お ける 日本 人管理職 と現 地ス タッフ(香 港人従業 員)と の間の組織 内 コ ミュニケ ーシ

ョンの様態(企 業文化)に 関す る社 会人類学的研究 な どがあ る。

王 氏 の 主著:JapaneseBosses,ChineseWorkers:PowerandControlinaHongKong

Megastore(Unix.ofHawaiiPress;AnthropologyofAsiaSeries,1999)o

主 な 日本 語論 文:「 香港 の一 日系 スーパーマ ーケ ッ トの組織 文化」(『香港 社 会の人類学一一一

総括 と展望 』風 響社,1997),「 香港 の 日系 スーパ ーマー ケ ッ トの現地 従業 員」(『中原 と周

辺 人類学的 フ ィー ル ドか らの視 点』風響社,1999)等 。
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(2)李 培徳(香 港大学 ・アジア研 究セ ンター)

ア ジア研究 セ ン ター の コア メ ンバー は社 会学,香 港 史,東 南ア ジア2名 に李氏 の5名 。セ ンター

Fellow(兼 任 〉 メ ンバ ーが30名 お り,そ の ほか職 員が15名 程 度い る。 主な研究 プ ロジェ ク トは,

① 現 代香港 の研 究

②1945年 以前 の香港 の研 究,

③ 東 南 ア ジア研 究 プ ロジェク ト,

④ ア ジアの都 市 プロ ジェク ト,

⑤ 東 北 アジア(韓 国 を含む)の 研 究 を準備 中

李氏 自身の研 究 テーマ は 「香港 の 日本 人研 究」 で ある。

香港 大学 ・アジアセ ンター と日本のパ ー トナーにな っている組織 はア ジア研 究所 。 ほか に東 京大

学東 洋文化研 究所 と協 力関係 を もつ。

来年の3月 に ミッシ ョンスクール に関す る大規模 なシ ンポ ジウムが計 画 され ている。

(3)香 港歴 史梢案館 につい て(香 港PublicRecordOffice)

香港特 別行 政区政府 の政 府梢 案処が管轄す る歴史格案館 は1997年 に建築 が完 成。香港歴 史梢案館

の主な機能 は,楷 案 の鑑 定 と整理,梢 案 の保護 と修理,梢 案の公 開 と提 供 とい う三つの機能 である。

歴史梢案館 が所蔵 する資料 のなかで も と くに重要 な ものは

① 土 地調査 や土地契約 ・税 に関連 す る文書 群。1846年 一1975年 の官 有地契約 関連 文書 は,不

動 産 な ど研 究 は勿論,契 約 関係 な どを眺 め る ときの極 めて有 効 な資料 で あ る。 また,法 院

と法律事務 に関連 する梢 案が保 存 され ている こと も特筆 しな ければ ならない。

② 戦時梢 案 一歴史梢 案館 は 日本 占領時 期の香 港 の行 政,軍 事 な どに関 す る膨 大 な資 料 を所 蔵

して い る。 日本側 の行 政機関 が取 り交 わ した各種 の土 地契約 関係 の文書 は勿論,イ ギ リス

が 日本 に行 政権 を渡す ときに作 成 され た文 書J戦 争捕 虜の 人名録 や待 遇 に関す る記録 な ど

が重要。

③ 歴 史 梢案館 は イギ リスのPROか らCO129(1841-1951年 の期 間 中香港政 庁 とイギ リス本

国 との 間で往復 された公文)を 購入 している

今 回,閲 覧 したのは主 に 日本 占領期の香港 に関す る新聞記事 について。 アーキ ピス トのJonathan

氏 が 『星 島 日報 』の ほか に 『華僑 日報』 と 『TheHong・ ・wNews』 とい う新 聞が 日本 占領期 の香

港 で最 も広 く読 まれた新聞 である ことを紹 介 して くれた。

新聞の 一部 を申請 し,閲 覧,複 写 を とる一連 の過 程 を確認 したが,ス ム ーズな進 行。短 い期 間で

も確 実 に連絡 を とる こ とで大 きな成果 を挙 げ るこ とが 可能 と思 われる。

『TheHongKongNews』 の 「RadioHongKong」 とい う欄 を複 写。CallSignはJpHA。7時30分

に放送 開始,10時40分 に放 送終 了 であ った こ とが 分 っ た。 その ほか に,『 香 港華 僑 日報』 も一部

「本社成立宣 言」を複 写。

2-5上 海で の意 見交換partl

l1月10日 上 海/華 東 師範 大学/易 恵 利 教授 華東理工大学/喩Huikang教 授

11月11日 孫,東 京へ。鈴 木,杭 州へ

上海での意見交換 は華東師範大学の易恵利教授,華 東理工大学の喩Huikang教 授,そ して,本 学

教授で在外研究中の大里浩秋が参加 して意見を交換 した。最近の中国の大学では国際交流を積極的

に進めてお り,華 東師範大学 と華東理工大学も神奈川大学 との交流を進めることには基本的には賛

成であるが,対 外交流 を担当する部署 との意見調整が必要 という現在の状況を相互が確認 した。た
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だし,外 事弁工室などの部局を経由しない,研 究所や学部間の交流(雑 誌交換や学術情報の交換な

ど)は 速やかに実践 したいとのことであった。

2-6杭 州での意見交換と調査活動

11月11日{折 江大学 日本文化研究所 において以下のメンバーと鈴木の間で交流問題を話 し合った。

所長 王勇教授 副所長 王宝平教授 呂順長助教授

中文系 金健人教授

11月11日 富陽市龍門鎮(三 国時代呉の孫権の子孫が住むとされる伝統的住居群)の 調査

11月13日 建徳市梅城鎮で,「 白蛇伝」関連の民間伝承 を調査。

11月14日 日本文化研究所において交流について再度話 し合い。

(1)基 本方針の確認

① 神奈川大学人文学研究所 と漸江大学 日本文化研究所は,今 後 とも信頼すべ きパー トナー と

して学術交流を継続する。

② 交流 は平等互恵 とする。旅費の うち渡航費は渡航する側の 自己負担,滞 在費の主たる部分

は受け入れ側の負担 とする。

③ それぞれが国際的な学術活動 を企画する際には,必 ず相手方に連絡 し,協 力 して実施する。

(2)来 年度の交流について

① 人文学研究所 より来年度開催予定の シンポジウムについて,ま た 日本文化研究所 より来年

度開催予定のシンポジウムについて,そ れぞれ説明を行った。双方はそれらの主 旨に賛同

し,全 面的に協力する旨を確認 した。

② 来年度開催のシンポジウムにどの程度の人数 を派遣するかについては,今 後,計 画の具体

化に伴って検討 してい くこととした。

③ 来年度は,1折 江大学が日本開催の シンポジウムに参加する順 になること,そ の場合,派 遣

者数は過去に比べ て減少 させること,た だ し,両 研究所の学術交流が継続 していることが

明らかな規模の参加者数であるべ きことを双方が確認 した。

④ 中国の他の大学か らシ ンポジウムへの参加者 を招請す る場合,漸 江大学 をキーステーシ ョ

ンとして,人 員の組織化がな されるよう1折江大学か ら要請があ り,こ れを了承 した。 とり

わけ,「環中国海の文化交流」については漸江大学の協力が不可 欠である とい うことを確

認 した。。

⑤ 漸江大学よ り,来 年の五月,副 学長及,王 勇 日本文化研究所所長,張 夢新共産党書記が大

阪の四天王寺国際仏教大学を公式訪問する予定であることが報告 された。その際,神 奈川

大学 を訪問 したいとい う意向であること,そ のことを人文学研究所 より予め国際交流セ ン

ターに伝 えておくことが確認 された。

(3)学 術調査

省略
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2-7上 海での意見交換part2

11月15日 ～17日 上海師範大学において,社 会科学院,上 海師範大学共催 「第二回中国古典小

説国際 シンポジウム」に参加 し,上 海師範大学人文学院院長孫遜氏 と学術交流について話 し合った。

上海師範大学 との学術交流についての確認事項は以下の通 りである。

① 刊行物,研 究情報の交換 を行 う。

② 双方が行 うシンポジウム等の国際学術交流については,可 能な限 り協力する。

③ 国際交流に当たっては平等互恵を原則 とする。

32003年 度に向けて

以上の ような活動 を通 じて,本 研究所は新たにアジアの各地域の研究機関 とのネットワーク造 りのた

めの第一歩 を踏み出すことがで きた。 この成果を踏 まえ,2003年 度の国際学術交流 は更に実 りあるも

のとなるよう,複 数のシンポジウムを計画 し,予 算案の申請を行った。

4補

2003年2月,上 海 師範大学 よ り,上 海 を中心 とした都 市研究 につい て,シ ンポ ジウム(2003年6月 開

催)へ の参加 と,2004年 以降,シ ンポジウム共催の呼 びか けがあ った。
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